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宮城県石巻市

エリアArea

取組主体Player

一般社団法人日本カーシェアリング協会

取組の内容Project

カーシェアリングを通じた
コミュニティ支援

立命館大学政策科学部を卒業後、大阪の企業に勤め
ながら、週末などに社会活動を始める。退職後、活動を
本格的に開始し、平和や環境に関するプロジェクトに取
り組む。震災後、一般社団法人日本カーシェアリング協
会を設立し、宮城県石巻市で取り組みを続ける。

吉澤武彦
よしざわ たけひこ

代表

人物Profile

　「コミュニティ・カーシェアリング」とは、
地域住民同士が車を一緒に活用し合う、
一種のサークル活動だ。地域コミュニティ
が運営し、支え合う地域づくりを目的とし
ている点で、一般的なカーシェアリングと
はひと味違う。石巻でこの活動を推進し
ているのが、一般社団法人日本カーシェ
アリング協会だ。
　代表理事の吉澤武彦さんは、元は大阪
で仕事をしていた。東日本大震災が起こ
ったのは、いったんビジネスの現場を離
れ、大阪で様々な社会活動にかかわって
いた頃だ。兵庫県姫路市出身の吉澤さん
は、地元で1995年の阪神淡路大震災を
経験しているが、当時はまだ高校1年生
だったこともあり、復興支援に取り組む機
会はなかった。だが、大阪の会社を退社
した後、「神戸元気村」代表として7年半
にわたって支援活動に携わった山田バウ
さんと知り合い、師匠のように慕ってき
た。実はこの縁が、日本カーシェアリング
協会誕生の背景にある。
　震災後、吉澤さんが福島の子どもたち
を関西に疎開させるなどの支援活動を続
けていた頃、カーシェアリングを強く勧め
たのが、この山田さんだった。当時はま
だ、全国的にカーシェアリングが浸透して
おらず、吉澤さんにとっても初耳だった。
だが山田さんの話を聞くうちに、被災地
でカーシェアリングが求められる理由が
見えてきたという。
　というのも、東北のほとんどの地域で
は、車は日常生活に欠かせない移動手
段。各家庭に1台あるのは当然のこと、家
族それぞれが自分の車を持っていること
も多い。震災で大きな被害を受け、一切
の家財道具を失った人が最初に買い戻
したいと思ったものの1つが車だった。
　だが、地域の車はほとんどが津波で海
水に浸ったり流されてしまっている。人々
がそれぞれの車を取り戻す余裕はなかな
か生まれそうにない。仮設住宅などに移
り住み、なんとか最低限の住環境が整い

始めたものの、移動手段が失われたまま
では生活再建は難しい。そこで、地域住
民の間で車を共有する仕組み、つまり「コ
ミュニティ・カーシェアリング」の構想が生
まれた。
　「尊敬する師匠の提案に乗ってみよう」
と思い立った吉澤さんだったが、この時
点では完全なペーパードライバー。免許
を持っていたとはいえ、車のことはほぼ何
も知らない「素人」だったと言っていい。ま
さにゼロからの挑戦だった。

　何はともあれ、車がないことには何も始
まらない。吉澤さんは2011年4月、「会
社四季報」を片手に一部上場企業を次々
と訪問し、車を提供してくれるよう呼びか
け始めた。当初はなかなか理解を得られ
ず難航したが、5月に入るとようやく待望
の1台目を提供してもらえる人が現れた。
　車の目処が付いたところで、次に一緒

カーシェアリングが生み出す
コミュニティ形成とモビリティレジリエンス

「愛さんさんビレッジ」では定期的な介護技術向
上研修を行うなど、専門的な支援が特徴だ。

6
取組のポイントPoint

移動の足を越え、
コミュニティ形成の軸に

［着眼点］

行政・企業・大学と
タッグを組む

［連携・協働］

プログラム化し、全国の
災害や交通弱者支援へ　

［持続性］

「神戸」の縁が紡いだ
ゼロからの挑戦

［ヒト］

石巻市に設置された「カーシェアリング・コミュニティ・
サポートセンター」の運営は、地元出身のメンバーが
中心を担っている（写真左が吉澤さん）

 動の足を越え、コミュ
 ニティ形成の軸に移

［着眼点］

 戸」の縁が紡いだ
 ゼロからの挑戦神

［ヒト］
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にカーシェアリングに取り組めそうなパー
トナーを探す必要があった。そこで、石巻
に入った吉澤さんは、辺り一帯の仮設住
宅を「アンケート調査」と称して訪問する
ことにした。市内の渡波地区にある約
100世帯の仮設万石浦団地で、うってつ
けと思える人に出会い、いよいよカーシェ
アリングの実施場所が決まった。
　その後、7月下旬にテスト運行を開始。
本格的な活動に備えて、日本カーシェア
リング協会の法人化も済ませた。そして、
地域のメンバーと運用方法の協議を開
始。週1回の「おちゃっこ」（お茶を飲み
ながらお菓子や漬物などを食べつつ、お
しゃべりする東北独自の文化）では、移動

カーシェアリングが生み出す
コミュニティ形成とモビリティレジリエンス

カーシェアリングを通して被災地支援を行いながら、支え合う地域づくりと新しい車文化の創造を目指している
一般社団法人日本カーシェアリング協会（宮城県石巻市）。そうした「コミュニティ・カーシェアリング」の雛形をつくり、
その成果をもとに全国の災害被災地域などにも貢献するため、事業の横展開を進めている。

日本カーシェアリング協会の社会貢献モデル

CHANGE
MAP

チェンジマップ

生活必需品である車へのニーズ

着眼点

寄附車を活かした活動を通して、
石巻から持続可能な共助の社会を実現する。

将来ビジョン

直接的効果

地域の防
災力強化

●EVによる非常時の
　給電
●自治体との
　防災協定の締結

直接的効果

コミュニティ
の形成

●相乗り、共同利用
　による助け合い
●高齢者の見守り

石巻市内の仮設住宅では、EV（電気自動車）を
活用した防災訓練も実施。

津波被災による
所有車の喪失

背景

仮設住宅等における
交通・移動手段の欠如

背景

支援活動に使用できる
車の不足

背景

副次的効果

貧困の連鎖の
断ち切り

副次的効果

支え合いの
連鎖

直接的効果

生活支援

●生活再建
●事業再開
●起業支援

活動内容

日本カーシェアリング協会の取組

●「コミュニティ・
　カーシェアリング」
　の導入と運営の
　サポート

コミュニティ・
カーシェアリング

●生活困窮者などへの低価格の貸し
　出し（ステップアップ方式の料金設定）
●非営利組織・起業する人・
　移住者などに低価格で貸し出すリース
●過疎エリアでの買い物の際に
　キャッシュバックされるレンタカー

ソーシャル・
カーサポート

●災害時の被災者や支援活動を
　対象とした無料のレンタカー
●災害時に車不足で
　困らないための地域連携作り
●電気自動車の非常用電源活用
　啓発活動

モビリティ・レジリエンス
（災害支援）
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の不自由さ以外にも多くの課題を語り合
った。一方で、行政手続きにも奔走。複数
利用者との契約方法や鍵の管理方法な
ど、警察署や県運輸支局との間で折衝を
続けた。
　そして、団地内の車庫証明が取れた10
月、ようやく本格運行を開始。事業の着想
を得てから1台目の車を得るまでに3カ
月、諸々の手続きに3カ月、計半年がかり
でようやく正式始動にこぎつけたのだ。
　2018年9月現在、石巻には8カ所に
カーシェアリングの拠点があり、それぞれ
がサークル活動のように自主独立の運営
を行っている。年 間 利 用 者 数は 延 べ
3,300人を超え、会員数も月平均7名の
ペースで増加中だ。活動メンバーの平均
年齢は73歳、総勢200人を超えるメンバ
ーが、カーシェアリングを軸に、生き生きと

地域活動にも参加している。
　もちろん、買い物や病院への行き来の
際、移動が便利になったことは確かだが、
実は困っていない人も参加しているのが
コミュニティ・カーシェアリングの特徴だ。

「みんなで行く買い物はピクニックみたい
で楽しい」といった声もあり、必ずしも移
動の足を補うためではなく、日常生活に
楽しさやコミュニケーションを求めて参加
している人も多いのだという。
　実際、協会が実施したアンケート調査に
よると、「住んでいる団地内に仲のいい知
り合いがいますか」という問いに対し、コミ
ュニティ・カーシェアリングを導入していな
い地域では、「たくさんいる」と答えた人
は12％だったが、導入している団地では
その割合が2倍の24％。「少しいる」も合
わせれば、7割近い人が地域で親しい人

間関係を築けていることがわかった。カー
シェアリング事業が、コミュニティの関係構
築に効果を発揮しているのだ。
　吉澤さんは、「車の貸し出し自体では
なく、支え合う地域づくりを応援すること
が大切」と強調する。地域グループで車を
シェアする仕組みをつくること。それを「コ
ミュニティ・カーシェアリング」と名づけた
のは、そうした思いからだ。

　カーシェアリングの取り組みを前進させ
るうえで欠かせないのは、まずは車両の
提供者だ。活動が軌道に乗るきっかけと
なったのは、2012年初頭に合計31台
もの寄贈があった中古車販売のガリバー
インターナショナル（現・IDOM）。活動が
メディアで取り上げられたこともあり、その
後車両提供や利用希望者の申し出が増
えていった.
　 また、行 政 の 協 力 も 大 きかった。
2012年2月、仮設住宅の集会場の一室
に、石巻市のサポート機関として「カーシ
ェアリング・コミュニティ・サポートセンタ
ー」が設置され、活動拠点が確保できた。
センターの主な業務は、車両管理に加
え、カーシェアリングの導入・維持・発
展のサポートなどだ。このセンター業務を
日本カーシェアリング協会が受託し、利用
者の中から熱心な人にも手伝ってもらえ
るようになった。
　協会の活動を支える人は、ほかにも大
勢いる。例えばタイヤ交換をはじめとした

 政・企業・大学と
 タッグを組む行
［連携・協働］

日本カーシェアリング協会の連携・協働の図

一社）
日本カーシェア

リング
協会

その他

●個人からの車両の寄附
●個人賛助会員
●架け橋ドライバー
●全国ボランティア
●デザイン、キャラクター制作
　（東京学芸大学正木賢一
　メディアラボ）

支援団体

●助成（三菱商事復興支援
　財団、日本NPOセンター、
　Yahoo!基金、
　中央共同募金会など）
●災害対応連携　（OPEN JAPAN）
●地域づくり連携
　（石巻じちれん、共生地域
　創造財団、JASWHSなど）

民間企業

●車両の寄附
　（三菱自動車、IDOM、
　オートバックスなど）
●車用品の寄附
　（横浜ゴムなど）
●ホームページ制作
　（J-tips）
●法人賛助会員

地域住民 生活再建者 域外からのボランティア 地域での起業家

車による社会貢献

●利用相談
　（社会福祉協議会）
●タイヤ交換・車両整備
　（石巻専修大学など）
●海外交流
　（ウィーン工科大学）

地域

●リーガルチェック
　（東北運輸局・宮城県警）
●事業の委託（カーシェアリング・コミュニティ
      サポートセンターの受託（石巻市））
●政策連携のための検討委員会
　（石巻市・石巻専修大・東北大・
　CDS経営戦略研究所など）
●防災協定（石巻市、岡山県）

行政

COLLECTIVE 
IMPACT

コレクティブ・インパクト

石巻専修大学の学生がタイヤ交換を
はじめとする車のメンテナンスに協力。
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各種メンテナンスには、石巻専修大学理
工学部機械工学科自動車工学コースの
学生が活躍している。また、タイヤやオイ
ルなどの用品メーカーの協力も欠かせな
い力となっている。タイヤは横浜ゴム株式
会社、日本ミシュランタイヤ株式会社、東
洋ゴム工業株式会社などのメーカーが提
供してくれているほか、車にはエンジンオイ
ル、ワイパー、バッテリーなど様 な々用品が
必要になるが、これらも各種用品メーカー
から無償で提供してもらっている。さらに、
カーナビやドライブレコーダーなども関連
企業の協力を得て使用している。
　ほかにも、ホームページの制作を株式
会社ジェイティップス（J-tips）、デザイン
やキャラクター制作を東京学芸大学の正
木賢一メディアラボに協力してもらうな
ど、車両や関連用品の提供以外にも様々
な企業・組織との連携が、カーシェアリン
グの取り組みを支えてくれている。

　今後力を入れていく活動の1つは、他
地域への展開だ。現在、石巻で生まれた
モデルを全国各地に広げていく段階に入
っている。
　自然災害の多い日本だが、各地の行
政機関に災害時の車不足に対応するノウ
ハウがほとんどないのが現状だ。そんな
中、日本カーシェアリング協会は、石巻か
ら遠く離れた熊本地震（2016年4月）や
九州北部豪雨（2017年7月）の際にも、
地域と協力しながら車の貸し出しという
面から復旧・復興を支援してきた。
　2018年6月末から7月上旬にかけて
西日本を襲った豪雨でも岡山県で活動
を開始したが、そこではこれまで以上に地
域との連携が成功した。地元の自動車販
売店に車集めに協力してもらい、行政に
も貸し出し場所や駐車場の提供、被災者
向けの広報に協力してもらった結果、合
計98台の車が集まった。そして、これまで
の災害支援の10倍以上となる629件の

貸し出しが行われた（2018年12月25
日現在）。
　さらに、この無料貸し出し支援が終了
した翌月の2019年1月には、岡山県と
地元の自動車販売店の業界（自販連岡
山支部・岡山県軽自動車協会）と次の
災害に備え、災害時における連携協定を
結ぶことになった。
　日本カーシェアリング協会では、様々な
災害現場で培ってきたノウハウを活かし、
災害時の車不足に対応できるこうした地
域連携を、災害が起こる前に全国各地で
築いていきたいと考えている。「災害は
防ぎきれなくても、その影響を最小限にと
どめ、回復力を高めることはできる。事前
に地域との連携を構築しておくことで、い
わば『モビリティレジリエンス』を高めてい
きたい」と、吉澤さんは語る。
　また、「コミュニティ・カーシェアリング」
に関しても、導入プログラムが整理され、
他地域への展開が進められている。な
お、その際、肝となるのは現地のカウンタ
ーパートを確保することだ。導入が進めら

れた岡山県では地元のNPOなどに協力
してもらうことで、導入がスムーズに進ん
だ面があるからだ。地域で暮らす住民ら
が運営し、地域づくりを支える様々な団
体・機関がバックアップする。そうした構
図をつくり上げるための支援を、日本カー
シェアリング協会として今後さらに実施し
ていく考えだ。
　日本カーシェアリング協会の持つノウ
ハウは惜しみなく提供し、実際の運営は
パートナー団体の支援のもとで地域の人
たちが担う。ひとたびこのスキームが動き
出せば、過疎化で「交通弱者」が増加す
る一方の中山間地への解決策としても期
待が持てる。
　吉澤さんは、こうした災害時における地
域とのつながりや「コミュニティ・カーシェ
アリング」の導入支援プログラムを全国各
地に広げていきたいと考えている。「高齢
化が進み、災害が多発する時代になる中、
具体的な対策を石巻から提案し、社会を
よりよい方向へ変えていくような取り組み
にしていきたい」と力を込める。

宮城県石巻市

エリアArea

 ログラム化し、
 全国の災害や
 交通弱者支援へ
プ

［持続性］

本事例の問い合わせ先

一般社団法人日本カーシェアリング協会

〒986-0813
宮城県石巻市駅前北通り1丁目5番23号

所在地

0225-22-1453T E L

https://www.japan-csa.orgH    P

カーシェアリング・コミュニティサポート事業、
ソーシャル・カーサポート事業

（地域貢献になるようなレンタカー＆リース）など

主な事業内容

2018年7月には、石巻市内でコミュニティ・
カーシェアリングに関するシンポジウムを開催した。

西日本豪雨の被災地でも活動を実施
（写真は車両の貸し出し手続きを行っている様子）
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